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1.はじめに

　南相馬市小高区は福島第一原発事故により避難指示解

除準備区域に指定され、事故から 5年を経てなお居住が制

限されている（2016 年 4 月 5 日現在）。筆者らは 2014 年

より南相馬市小高区の復興まちづくりに関与してきた。本

稿では、筆者らの活動の取り組みのうち、行政（南相馬市）

と住民と協働で行った中心市街地復興のための一連の活

動についてまとめる。

2.南相馬市小高の現状

　南相馬市は福島県浜通りの宮城県寄りにあり、北は相馬

市、南は浪江町と接している。南相馬市小高区は旧小高

町の町域に当たり、1万 2千人余りが暮らす地域であった。

福島第一原子力発電所から 20km 圏内にあり、居住地域の

大半が避難指示解除準備区域である。2015 年 8 月 31 日よ

り準備宿泊が可能になっており、早期の避難指示解除が見

込まれる。

　避難指示解除準備区域では、夜間の宿泊は制限される

が、立ち入りは自由であり、小高区内で再開している事業

所や理髪店もあり、新たな事業を行う事業者もいる。一方

で多くの住民は南相馬市内、市外に避難している。避難指

示解除後の帰還するか否かや、帰還の時期については個人

の意向を尊重すべきであるが、これからのまちづくりにつ

いては、そのまちに住民が行わない状態で、また極めて将

来が見通せない中で取り組まなければならない。

　地域内には地震等により損傷や倒壊した建物が散在し

危険性があった。また、公費による解体に期限があり、比

較的歴史がある建物が解体される時期でもあった。

3.小高地域構想ワーキンググループの活動の概略

　南相馬市は 2006 年に 3 市町が合併して誕生した市であ

り、旧市町の単位で合併特例法に基づく地域協議会があ

る。選任された地区の住民が市の施策等を審議し市に意見

を述べることができる場である。2014 年に小高区地域協

議会の下に、小高区の将来像を住民らによって議論し「地

域構想」としてまとめるための、小高地域構想ワーキング

グループが設置され、運営、広報等に東京大学地域デザイ

ン研究室が携わってきた。

　ここで「地域構想」と呼ぶものは、小高の復旧・復興の

根幹的な考え方（「7 本の柱」）、地区ごとの空間整備の考

え方、方法を示すガイドライン（「プラン」）、自発的な実

践的活動（「実践」）からなる。2016 年度の策定を目指し

ている。

　本稿で取り上げる「まちなかプラン」は、「地域構想」

のうち、小高区の中心市街地のための「プラン」に当たる。

4.中心市街地の調査

　まちなかプラン策定に先駆けて 2014 年〜 2015 年に中心

市街地について調査を行った。

　まず、中心市街地の変遷について文献等で調査し、か

つての中心市街地での活動や日常生活との関係をワーク

ショップを通じて調査した。

　小高の中心市街地は明治の初頭は東西方向に伸びる浜

街道に沿って市街地が形成されていた。寺社の位置はほぼ

変わらない。市街地の周囲に公共施設や工場が立地するこ

とによって、浜街道に平行するように南北へ市街地が広

がった。農地に囲まれた、浜街道の沿道の集落だった明治

期から、災害を乗り越えながら、二次産業の場や大きな商

店街、住宅地が一体となった市街地を形成してきた。機業

場、鉄工所があり、商店街があり、問屋、教育機関がある、
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図１　南相馬市小高区の位置
図２　地域構想の構成
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複合的な空間利用がなされていた。

　中心市街地での活動の調査からは、買い物の場であり、

会合の場であり、生産の場であり、学びの場であり、遊興

の場であったことがわかる。必ずしも小高区の全ての住民

が日常的に利用していたわけではなかった。

　続いて、空間構成の調査を行った。並行する東西の通り

に両短辺が接する細長い敷地の形が特徴である。表通りに

面して店、裏通りに面して住宅、作業場や倉庫などがある

パターンが抽出された。細長い敷地には中庭がある場合が

あり、通りから垣間見える。店空間には、来訪者が気軽に

滞在し店主と会話するなどするもてなす空間が多く見ら

れた。

5.まちなかプラン策定過程

　調査を基にまちなかプラン案を作成し、地域協議会での

議論を経て、広く住民の意見を聞き、改訂を加えることと

した。避難世帯には A3 表裏にまとめた概要版を広報とと

もに全戸に配布し、電話、Fax、メールで意見を求めた。

　また、まちあるきのイベントと関連させながら、ワーク

ショップを計 3回行い、まちなかプラン案を説明し、意見

を頂戴した。

　ワークショップ形式だけでは想いが語りにくいことも

あり、仮設住宅の集会所 8ヵ所を回り説明を行い、意見を

いただいた。

　これらの意見を反映させ、まちなかプランを改訂し、地

域協議会の議論を経て小高区民からの提案とすることと

した。

6.まちなかプランの概要

　まちなかプランは下記の 3つの方針を掲げる。

1. まちなか全体も敷地も複合的に使う

2. 人と人をつなげるものを大事にする

3. 激変状態を柔軟に受容し、「戻る・ 戻らない」以外

の選択肢を用意する

　その上で、全体に関わる基本的なルールを明示し、ま

ちかどやシンボルとなる空間など個別の空間の方針を示

した。具体的には、敷地の方針、街路空間の方針、空地・

空き家の利活用の方針、歴史を伝える建物の継承の方針を

定めている。

　敷地の方針として、従来の細長い敷地の形を活かした居

住、生業、緑地のあり方を示し、「小高に帰ってきたと思

える空間」を残す、作ることを目指す。

　街路空間としては、通りごとの性格を被災前の活動の様

子から抽出し整備の方針をしめした。

　人口の回復は難しく、空地や空き家が中心市街地でも多

く存在する状態になると思われる。この大きな空間的な変

化に対して、空地・空き家の利活用の方針として、管理を

行うとともに、活用の事例を示し、個別の場所ごとの利用

方針を示した。活用方法の話し合いや活用の担い手との

マッチングが必要となる。

　小高の歴史を伝えるような建築物が多くあるが、老朽化

し、公費での解体が可能であることもあり、解体となる例

が多い。活用と結びつかなければ所有者の負担も大きく保

全することは難しい。まちなかプランではいくつかの建

物の紹介と、使い手を募ることで活用方法を示すに留まっ

ている。

　こうした方針に加えて、まちなかプランの実現を含む、

小高のまちづくりを多様な主体が協働して進める仕組み

として「復興デザインセンター」を提案している。

7.まちなかプランのこれから

　2016 年 3 月に小高区民からの提案として南相馬市に提

出した。今後、都市マスタープランの他、文化財の保存活

用、景観計画などの行政計画や、街路整備事業、空き地・

空き家の有効活用事業等に反映されることを目指してい

る。

　また、「復興デザインセンター」については、2016 年度

中に小高区に開設される予定である。
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図３　中心市街地での活動を記入した「聞き書きマップ」

図４　駅前通りの方針


